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（注）１ 20年度までは決算額（超過課税分を除く）、21年度は決算見込額（超過課税分を除く）、22年度は地方財政計画額である。
２ 地方税においては、３月決算法人等の税収が翌年度の歳入となるため、制度改正の影響の大半は、翌年度以降に発生することに留意。
３ 地方法人特別税の創設に伴い、平成20年10月１日以後開始する事業年度以降適用される法人事業税率は下がるが、地方法人特別税を含めた地方法人課税の
実効税率は変わらない。

４ 21年度以降の法人事業税収は、地方法人特別譲与税として平成21年度：0.6兆円、平成22年度：1.3兆円を加算した額である。

法人事業税率（％）

（参考）法人税率（％）

地方税収入に占める割合（％）

（※法人住民税法人税割の税率は、法人税額×17.3%（昭和49年度～））
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地方法人二税の表面税率の推移

(年度)

（注）１　法人住民税（法人税割）及び法人事業税（所得割）の税率は標準税率である。
２ 法人事業税（所得割）の平成16年度以降の税率は 資本金１億円超の法人に適用される税率である
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法人事業税（所得割）表面税率

外形標準課税の導入

法人住民税（法人税割）表面税率

課税ベースの適正化とあわせ、法人税・法人事業税の税率引下げ

地方法人特別税の創設

地方法人二税の表面税率の推移

さらなる法人税・法人事業税の税率引下げ（国際水準並みへの引下げ)

財源については地方のたばこ税の一部移譲、法人税の交付税率の引上げ等

により補てん。

　　　　　　２ 法人事業税（所得割）の平成16年度以降の税率は、資本金１億円超の法人に適用される税率である。
　　　　　　３　法人事業税（所得割）の平成20年度以降の税率は、地方法人特別税を含めた税率で表記している。

法人事業税（所得割）表面税率

外形標準課税の導入

法人住民税（法人税割）表面税率

課税ベースの適正化とあわせ、法人税・法人事業税の税率引下げ

地方法人特別税の創設

地方法人二税の表面税率の推移

さらなる法人税・法人事業税の税率引下げ（国際水準並みへの引下げ)

財源については地方のたばこ税の一部移譲、法人税の交付税率の引上げ等

により補てん。
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課税ベースの拡大等
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法人課税の概要

費用

× 法人税率
３０％

＝

×
法人事業税率

７．２％
＝法人事業税額

１２．３％

５％

市町村民税法人税割額

道府県民税法人税割額

法人税
（国）

法人住民税
（県・市）

法人事業税
（県）

収
入

×

×

＝

＝

法人税割

均等割 資本金等の額等に応じて定額の負担を求めるもの

所得割

付加価値割

資本割

資本金１億円超の法人

資本金１億円以下の法人

外形標準課税

付加価値額（収益配分額＋単年度損益）に

税率（0.48％）を乗じるもの

資本金等の額に税率（0.2％）を乗じるもの

所得割のみで税率（9.6％）を乗じるもの

法人税額

法人税額

法人税額

所得 所得

所得
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算出税額

法
人
税
割

課
税
標
準
額

法人税の税額控除を中小企
業等に限り、限定的に課税標
準額の算定に反映

【税率】一律17.3％
（県５％、市12.3％）

法人住民税独自の計算法人税と同一の計算

※地方税法で異なる定めをすることも可

法
人
税
額

【税率】30％
（中小法人：18％）

税
額
計
算

税
額
計
算

当
該
事
業
年
度
の
益
金
の
額
（年
間
収
入
）

所
得
の
金
額
の
計
算

当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額

当
該
事
業
年
度
の

損
金
の
額
に
よ
る
控

除
（
年
間
経
費
）

租税特別措置法上の
措置により所得から
控除
・特別償却
・損金算入特例
・準備金
・引当金 等

・研究開発税制
・中小企業基盤強化税制
・中小企業投資促進税制

等

課
税
標
準
額
の
算
定

税額控除

法人住民税法人税割額計算のフローチャート
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算出税額

当
該
事
業
年
度
の
益
金
の
額
（年
間
収
入
）

所得の金額
の計算

税額計算
【税率】7.2％※

当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額

所
得
割

課
税
標
準
額

以下のものについては益金・損
金不算入として所得から控除
・社会保険診療報酬 等

法人税と同一の計算 法人事業税独自の計算

※地方税法で異なる定めをすることも可

当
該
事
業
年
度
の

損
金
の
額
に
よ
る
控

除
（
年
間
経
費
）

※ 資本金1億円超の普通法人の年800万円超に適用される税率。資本金1億円以下の普通法人の年800万円超については9.6％が適用される。

租税特別措置法上の
措置により所得から
控除
・特別償却
・損金算入特例
・準備金
・引当金 等

課税標準
額の算定

法人事業税所得割額計算のフローチャート
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法人税 法人住民税（法人税割）

低調時の
税収ベース

▲1.4兆円
程度

▲2,400億円程度
（県▲700億円、市町村▲1,700億円）

好調時の
税収ベース

▲2.1兆円
程度

▲3,600億円程度
（県▲1,000億円、市町村▲2,600億円）

○ 法人住民税（法人税割）は、法人税額を課税標準としているため、法人税率が下がり法人税の
減収が生じると法人住民税（法人税割）も減収が生じる。

法人
税額

住民
税額

住民
税額

× 5％ ＝

×12.3％＝

（市町村分）

（都道府県分）

税率

税率

法人税率引下げに
よる法人税の減収

○ 地方交付税は、法人税収の３４％及び所得税・酒税・たばこ税・消費税の３２％等とされている
ため、法人税の減収が生じると地方交付税も減収が生じる。

法人税率の引下げによる法人住民税及び地方交付税への影響

法人税 地方交付税

低調時の
税収ベース

▲1.4兆円
程度

▲4,800億円程度

好調時の
税収ベース

▲2.1兆円
程度

▲7,100億円程度

交付税率

× ３４％＝法人
税額

法人税率引下げに
よる法人税の減収

交付
税額
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・中小企業等基盤強化税制（税額控除）

・中小企業投資促進税制（税額控除）

・中小企業者の試験研究費に係る特例措置（税額控除）

・エネルギー需給構造改革推進投資促進税制（税額控除）

・沖縄の情報通信産業振興地域において工業用機械を取得

した場合の法人税額の特別控除

・沖縄の産業高度化地域において工業用機械を取得した場

合の法人税額の特別控除

○ 国の租税特別措置のうち税額控除については法人住民税において遮断を行うことが可能。

○ 法人住民税に影響する税額控除は主に中小企業向け租税特別措置に係るもの。

法人住民税に係る税額控除について

▲42億円

▲37億円

▲33億円

▲1億円

▲1億円

（平成22年度減収見込額）
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（平成22年度減収見込額）

・一般電気事業者等が新設した変電所又は送電施設に係る特例措置 ▲１２４億円

・鉄道事業者等が敷設した新規営業路線の線路設備等に係る特例措置 ▲５１億円

・ガス事業者が新設したガス事業用の償却資産に係る特例措置 ▲７９億円

・熱供給事業者が新設した熱供給事業用の償却資産に係る特例措置 ▲６億円

・信用協同組合等の事務所及び倉庫に係る特例措置 ▲１８億円

・公共の危害防止のために設置された施設又は設備に係る特例措置 ▲１０１億円

・沖縄電力株式会社が電気供給業の用に供する償却資産に係る特例措置 ▲１２億円

・鉄道事業者等が取得した新規製造車両に係る特例措置 ▲２９億円

・日本郵政公社から承継された一定の固定資産に係る特例措置 ▲８４億円

・ＪＲ等が国鉄から承継した一定の固定資産等に係る特例措置 ▲５５億円

法人関係の固定資産税に係る主な税負担軽減措置
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法人住民税（均等割）について

＜道府県民税＞

（単位：千円）

（注）市町村民税（均等割）においては、市町村内に有する事務所等の従
業者数の合計が50人以下の場合は別税率が適用。

資本金等の額 税率

50億円超 800

10億円超
50億円以下

540

1億円超
10億円以下

130

1千万円超
1億円以下

50

1千万円以下 20

＜市町村民税＞

（単位：千円）

○ 法人住民税（均等割）は、法人の資本金等の額の大きさに応じて税率を定め、事務所等が所

在する都道府県及び市町村に納税。

資本金等の額 従業者数 税率

50億円超
50人超 3,000

50人以下 410

10億円超 50人超 1,750

50億円以下 50人以下 410

1億円超 50人超 400

10億円以下 50人以下 160

1千万円超 50人超 150

1億円以下 50人以下 130

1千万円以下
50人超 120

50人以下 50
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法人住民税（均等割）の税率の推移と納税義務者数（道府県）

①法人道府県民税
（単位：円）

（注）納税義務者数は平成20年度末集計

資本金等の額 Ｓ29 Ｓ42 Ｓ51 Ｓ52 Ｓ53 Ｓ58 Ｓ59 Ｈ6 納税義務者数

50億円超

600 1,000 6,000 20,000

200,000 300,000 750,000 800,000 44,798

10億円超
50億円以下

100,000 200,000 500,000 540,000 36,309

1億円超
10億円以下

20,000 40,000 100,000 130,000 98,367

1千万円超
1億円以下

3,000 6,000 6,000 12,000 30,000 50,000 500,006

1千万円以下 600 1,800 2,000 2,000 4,000 10,000 20,000 2,371,630
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②法人市町村民税 （単位：千円）

法人住民税（均等割）の税率の推移と納税義務者数（市町村）

資本金等の額 従業者数 S42 S51 S52 S53 S58 S59 H6 納税義務者数

50億円超

100人超

4

24 80 800

1,200 3,000 3,000 23,852100人以下
50人超

12 24 80
50人以下

160 400 410 118,215

10億円超
50億円以下

100人超 24 80 400

700 1,750 1,750 11,425100人以下
50人超

12 24 80
50人以下

160 400 410 56,624

1億円超
10億円以下

100人超 24 80 80

160 400 400 24,103100人以下
50人超

12 24 24
50人以下

60 150 160 148,733

1千万円超
1億円以下

50人超

12 24 24
60 150 150 53,132

50人以下
48 120 130 610,096

1千万円
以下

50人超

2.4 7.2 8 8
48 120 120 25,940

50人以下
16 40 50 2,466,592

（注）納税義務者数は平成20年度末集計(資本金等の額10億円超区分以上の従業者数50人以下区分の納税義務者数は推計値)
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国の中小企業向け租税特別措置等に対応する地方法人二税の税負担軽減措置等

措置・施策名 措置の概要
平成22年度減収見込額（億円）

法人住民税 法人事業税 計

中小企業者等が機械等を取得した

場合の特別償却又は法人税額の特

別控除（中小企業投資促進税制）

中小企業者等が、特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額(船舶

は取得価額の75％)の30％の特別償却又は７％の税額控除（当期の法人税額

の20％を限度）ができる。

▲２２２ ▲３４３ ▲５６５

事業基盤強化設備等を取得した場

合等の特別償却又は法人税額の特

別控除

（中小企業等基盤強化税制）

(1) 次の事業を行う中小企業者等が、事業基盤強化設備等の取得等をした

場合には、取得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除(当期の法人

税額の20％を限度)ができる。

① 特定農産加工業 ② 卸売業又は小売業 ③ 飲食店業 ④ 特定のサー

ビス業 ⑤ 情報基盤の強化が事業基盤の強化に資する事業 ⑥ 経営革

新のための事業 ⑦ 地域産業資源活用事業 ⑧ 農商工等連携事業

(2) 中小企業者等の教育訓練費割合が0.15％以上である場合には、教育訓

練費の額の８～12％の税額控除(上記(1)と合計して、当期の法人税額の

20％を限度)ができる。

▲５５ ▲２３ ▲７８

中小企業者等の少額減価償却資産

の取得価額の損金算入の特例

中小企業者等が、取得価額30万円未満の減価償却資産(少額減価償却資産)

の取得等をした場合には、取得時に全額損金算入ができる。

ただし、少額減価償却資産の取得価額の合計額が年300万円を超えるとき

は、その取得価額の合計額のうち年300万円に達するまでのその合計額を

限度とする。

▲２８ ▲５２ ▲８０

（注）その他、沖縄の中小企業者を対象とする措置が存在。
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